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自分を守る！ ▶初動体制の構築 02 役割やルールを決める 

255 特別養護老人ホームでの事業継続計画の策定 

取組主体【掲載年】 法人番号 事業者の種類【業種】 実施地域 

社会福祉法人海光会 
【平成 28 年】 

5080105003852 サプライ関連事業者 
【医療，福祉】 

静岡県 

1 取組の概要 

 防災士取得により危機管理意識向上 

 社会福祉法人海光会では、平成 24 年に理事長が静岡県ふ

じのくに防災士を取得した。理事長が防災士研修で学ん

だことを基軸に、同福祉法人では防火管理者と協働し、

介護老人福祉施設「海光園」の BCP 事業継続計画を策定

した。 

 計画の策定によって災害時に適切に対応できるように、

職員として介護における能力の向上を図る。地震防災対

策マニュアルを作成し、職員への周知・教育・訓練を徹

底、施設内の地震対策（非常用の備蓄、耐震補強・落下

物対策）を行うことにより、災害時に迅速かつ適切な対

応が期待でき、地震による被害を最小限に抑える。ま

た、その後においても、より早く、適切なケアが提供で

きる体制を確立することを策定の目的とする。 

 災害発生時の初動対応訓練を年２回以上実施し、ロールプレイングを重ねることで、紙面上で

は気づくことのできない小さな改善を積み重ねている。 

 平成 24 年より毎年１名、静岡県ふじのくに防災士の資格取得を目標とし、現在４名の防災士が

在籍している。 

 

2 取組の特徴（特色、はじめたきっかけ、狙い、工夫した点、苦労した点） 

 発災直後からステージごとにアクションプランの策定 

 同福祉法人では施設機能、立地、地域性を考慮し、施設に

対応したものになるよう内容の改善を重ね、平成 26 年度

に事業継続計画を策定した。策定において、ステージを地

震直後、発災当日、発災～3 日後、4 日以降に分割して計

画した。 

 発災直後のステージでは、日勤及び夜勤の時間帯に応じ

火気を扱う厨房の消火及び連絡体制のほか、特養ではフロア毎のケアハウスにおいて職員の対

▲訓練の様子 

▲テント設営訓練 
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応マニュアルを明記した。また市内の指定避難所一覧と連絡先を整理することで、最寄りの避

難所等へアクセスを確認している。他にもエレベータや居室に閉じ込められたケースや応急救

護の対応、通信手段の確保等、災害時に施設内で起こりうることの検証を重ねている。 

 平成 27 年度には、計画を実行できるよう地震想定訓練を２回実施し、停電の際の食事の提供

や入所者のケアに使用する器具の使用訓練等を実施した。 

備蓄品等の整備 

 海光園では、施設が孤立しても７日間耐えることを想定とした備蓄、設備を整えている。ま

た、被災時の機動性を考慮し、備蓄品の配置場所にも工夫を施している。食糧備蓄では、発災

から 2 日までは加熱調理や水を使わないで提供できる食品を選定し、特別養護、短期入所、ケ

アハウス、デイサービス、職員の人数に応じて確保。保存食料は一般的な食材に加え、高齢者

でも食べやすい柔らかい食品やミキサー食を確保している。食事介助中に揺れを感じた場合

に、誤嚥しないよう、声をかけるなどを明記している。 

 防災備品としては、水、食料 （各フロアに３日分を配置）、おむつ、毛布、衛生用品 （メインフ

ロアの室内防災倉庫に配置）、自家発電機 （ガソリン・ガス式を各１台、各フロアに設置）を備

蓄している。 

 介護食の献立は、メニューの種類を絞り、袋からそのまま提供できるものを準備した。野菜不足

を補うため、災害用野菜ジュースも準備している。発災後、３日目からは炊き出しを行うという

想定で、常食・きざみ食等利用者に適した食事を提供できるよう工夫した。 

 介護食やおむつ等の消耗品は消費期限が短く、これらの管理に労力とコストがかかることから、

給食委託先、オムツメーカーと有事体制について協議してきたが、最悪の場合道路寸断等が考

えられるため、自家備蓄が現実的と判断した。また、事業継続には電気の代替も必要と判断し、

平成 28 年 12 月災害用ガスバルク及びガス式自家発電機を新たに導入した。 
 

 

3 取組の平時における利活用の状況 

  海光園では、２ヶ月に１回、防災会議を開催し、日頃から職員の防災意識啓発を行っている。

その際、発電機の作業訓練、備蓄品場所の確認及び棚卸し、屋外テントの設営訓練等の実務訓

練も行っている。 

▲３日分の水と食料 ▲自家発電機（左:ガソリン 右:ガス） ▲おむつ 
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 地域の災害リスクを学ぶことができ、リスク対象を火災や風水害等範囲を広げ、土嚢を備蓄に

追加する対策を講じた。 

 

4 取組の国土強靱化の推進への効果 

  スタッフが事業継続に向けた訓練に毎回真剣に取り組むことで、災害時にも冷静に落ち着いて

行動でき、利用者にも平常心で対応できることが期待される。 

 

5 防災・減災以外の効果 

  消臭効果のあるおがくずを地域の大工さんに提供してもらい排泄物の消臭に利用するなど、地

域社会での交流から得た情報から新しい取組につながった。 

 

6 現状の課題・今後の展開など 

  夜間に災害が発生した場合の対応や津波警戒時の海岸線を通った利用者の輸送の安全確保が課

題となっている。 

 

7 周囲の声 

  市としては、社会福祉法人 3 法人と協定を結んで、訓練を市として求める段階には至っていな

いため、こうした自発的な訓練等の取組は市民の安心感につながっており、大変よい取組だと

思う。今後も継続的に実施頂けると市としても大変助かる。（地方公共団体） 

 

 


